
福智町空き家販売・賃貸化支援事業補助金交付要綱 

 

           令和 7年 3月 26日 

   要 綱 第 5 号 

 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、福智町(以下「町」という。)における住まいの拡充及び空き家バンク

の利用促進を図るため、民間活力を活用して空き家に対する再販化工事を施し、再販住

宅として販売又は賃貸(以下これらを「不動産取引」という。)しようとする住宅再販事

業者に対して、予算の範囲内において交付する福智町空き家販売・賃貸化支援事業補助

金 (以下「補助金」という。)について、福智町補助金交付規則(平成24年福智町規則第6

号)に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第2条 この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 「空き家バンク」とは、福智町空き家バンク制度実施要綱(平成30年福智町要綱第30

号)に定める町内における空き家等の情報収集及び情報発信を行う制度をいう。 

(2) 「空き家」とは、空き家バンクに物件登録の申請がなされているもののうち、居宅に

供することのできる家屋が存する物件をいう。ただし、現に収益事業を行う目的で賃

貸されている共同住宅等を除く。 

(3) 「再販化工事」とは、空き家の建替え、増築、減築、改築、修繕及び模様替えを行う

ために施工する別表に掲げる工事をいう。 

(4) 「再販住宅」とは、一般向けに不動産取引を行うことを目的として、空き家に再販化

工事を施し、居室、玄関、台所、浴室及び便所を備えた居宅をいう。ただし、居住の

用に供する部分の床面積が2分の1未満のものを除く。 

(5) 「住宅再販事業者」とは、自らが売主又は貸主として、再販住宅に係る不動産取引を

行う個人及び法人をいう。 

(6) 「宅建事業者」とは、福智町空き家バンク制度宅建事業者登録要領(平成30年福智町

要領第1号)に定めるところにより、町との間で、空き家バンクの運用に関する協定を

締結している宅地建物取引業の免許を受けている者をいう。 

 

(補助金の交付対象) 

第3条 補助金の交付対象となる者(以下「交付対象者」という。)は、次の各号に掲げる要

件を全て満たす者とする。 

(1) 空き家を所有又は所有しようとする者 

(2) 空き家の再販化工事を行おうとする者 

(3) 町及び宅建事業者と協力して本事業を実施できる者 

(4) 市町村税等に滞納がない者 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に

規定する暴力団若しくは同条第6号に規定する暴力団員又はそれらと密接な関係を有し

ていない者 

(6) 破壊活動防止法(昭和27年法律第240号)第4条に規定する暴力主義的破壊活動を行う

団体等に所属していない者 



2 補助金の対象となる再販住宅は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 住宅再販事業者自らが空き家を取得等し、所有権を有するものであること。 

(2) 成約に至るまでの間は不動産取引の対象物件として取り扱うこと。 

(3) 空き家バンクに物件登録を行うこと。 

(4) 空き家所有者(相続人等を含む。)及び住宅再販事業者が自己(法人である場合は、当

該法人の役員)又は3親等以内の親族を入居させるためのものでないこと。 

(5) 原則として居住の用に供さない利用目的である者に対する不動産取引を行わないこ

と。 

(6) 国、県、町その他公共的な団体等から本事業と重複する補助金等の交付を受けている

ものでないこと。 

(7) 公共事業等による補償を受けて建設するものでないこと。 

 

(補助金の額) 

第4条 補助金の額は、30万円以上の再販化工事に要する経費(消費税及び地方消費税に相

当する額を除く。)に3分の1を乗じて得た額(算出された額に1,000円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てた額)とする。 

2 前項に規定する補助金の額は、対象の空き家1戸につき100万円を限度とする。 

3 補助金の交付回数は、同一空き家に対して1回限りとする。 

 

(事業の認定申請) 

第5条 交付対象者は、再販化工事に着手する前に、購入した空き家物件の媒介を行った宅

建事業者(以下「媒介事業者」という。)の確認を得た上で、福智町空き家販売・賃貸化

支援事業認定申請書(様式第1号)に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければな

らない。 

(1) 誓約書兼同意書(様式第1号の2) 

(2) 再販化工事に要する経費が確認できる見積書等の写し 

(3) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項の規定に基づく確認申請の写し(当該

確認申請を要する場合) 

(4) 再販化工事に係る図面等 

ア 空き家の位置図 

イ 施工概要が分かる図面等 

ウ 空き家の外観及び施工予定箇所の写真 

(5) 申請者（地方税法（昭和25年法律第226号）に基づき第2次納税義務を負う者を含む。）

に係る市町村税等の完納証明書又は納税証明書（申請者の課税地自治体が発行したもの） 

(6) その他町長が必要と認める書類 

2 町長は、前項の規定による事業の認定申請があったときは、その内容を審査し、当該事

業に係る認定の可否について、福智町空き家販売・賃貸化支援事業認定(不可)通知書(様

式第2号)により、当該認定申請をした交付対象者(以下「認定申請者」という。)に通知

する。 

 

(認定内容の変更等) 

第6条 前条第2項の規定に基づき事業の認定を受けた認定申請者(以下「事業認定者」とい

う。)は、当該認定後において、次の各号のいずれかに該当する変更等が生じたときは、

直ちに、福智町空き家販売・賃貸化支援事業認定変更(取下げ)申請書(様式第3号)に、当



該変更等を証する書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 再販化工事に要する経費の増減により、前条第2項の規定に基づき認定を受けた金額

に変更が生じるとき。 

(2) 本事業の一部又は全部を中止するとき。 

(3) その他町長が特に必要があると認めるとき。 

2 町長は、前項の規定による変更等の申請があったときは、その内容を審査し、当該認定

に係る変更等の可否について、福智町空き家販売・賃貸化支援事業認定変更(取消)通知

書(様式第4号)により、当該事業認定者に通知する。 

 

(再販住宅の空き家バンク登録) 

第7条 事業認定者は、再販住宅における入居者の募集を行うに際して、次に掲げる書類を

添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 再販住宅空き家バンク物件登録申請書(様式第5号) 

(2) 入居者募集を行うに際して必要とする図面及び写真等のデータ 

2 町長は、前項の規定による物件登録の申請があったときは、その内容を精査し、空き家

バンク等を通じて、当該物件情報を広く一般に公開するものとする。 

3 事業認定者は、当該再販住宅に係る不動産取引が終了したときは、直ちに、再販住宅成

約報告書(様式第6号)を町長に提出しなければならない。 

4 事業認定者は、再販住宅に係る不動産取引を宅建事業者に媒介させる場合は、第1項及

び前項に規定する空き家バンクに関する手続を当該宅建事業者に行わせることができる

ものとする。 

 

(補助金の交付申請及び交付決定) 

第8条 事業認定者は、空き家に係る移転登記及び再販化工事が完了し、補助金の交付を受

けようとするときは、福智町空き家販売・賃貸化支援事業補助金交付申請書(様式第7号)

に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 土地及び建物の登記事項証明書(所有権移転登記完了後のもの。借地の場合は建物の

み) 

(2) 再販化工事に要した経費の支払が確認できる領収書又は口座振込証明書等の写し 

(3) 再販化工事に要した経費の内訳が確認できる書類の写し 

(4) 建築基準法第7条第5項及び第7条の2第5項の規定に基づく検査済証の写し(建物に係

る確認申請を要した場合) 

(5) 再販住宅の完成図面等(当初の施工図面等から変更が生じている場合) 

(6) 再販住宅の完成写真(全景及び施工過程が分かるもの) 

(7) 事業認定者（地方税法に基づき第2次納税義務を負う者を含む。）に係る町税等の完納

証明書 

(8) その他町長が必要と認める書類 

2 町長は、前項の規定による補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、交付

決定の可否について、福智町空き家販売・賃貸化支援事業補助金交付決定(不可)通知書

(様式第8号)により、当該交付申請をした事業認定者(以下「交付申請者」という。)に通

知する。 

 

 (補助金の請求等) 

第9条 前条第2項の規定に基づき補助金の交付決定を受けた交付申請者（以下「交付決定

者」という。）は、当該補助金の交付を請求するときは、福智町空き家販売・賃貸化支援

事業補助金請求書(様式第9号)を町長に提出するものとする。 

2 町長は、前項の規定による補助金の請求があったときは、当該請求に係る確認を行い、

補助金を当該交付決定者に交付する。 



 

(再販住宅の管理等) 

第10条 交付決定者は、補助金の交付決定を受けた日から5年間(以下「管理期間」という。）

は、再販住宅を取り壊し、又は用途を変更してはならない。 

2 前項の規定による管理期間中において、交付決定者がやむを得ない事情により本事業を

継続することができなくなった場合は、その法定相続人等が交付決定のあった内容で当

該事業を継続する意思があるときは、町長の承認を受けて事業を承継することができる

ものとする。 

3 天災その他不可抗力により、再販住宅として管理することが困難であると町長が認めた

ときは、管理期間中であっても当該再販住宅を取り壊し、又は用途を変更することがで

きるものとする。 

4 交付決定者は、補助金の交付資格を喪失するときは、福智町空き家販売・賃貸化支援事

業補助金資格喪失届(様式第10号)を町長に提出しなければならない。 

 

 (再販住宅の状況報告等) 

第11条 町長は、前条第1項の規定による管理期間中において、交付決定者に対し、再販住

宅に係る管理状況等の報告を求め、必要に応じて現地調査等を行うことができるものと

する。 

 

(交付決定の取消し等) 

第12条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定

の一部又は全部を取り消すことができるものとする。 

(1) 第10条第2項及び第3項の規定によらず、管理期間中に再販住宅を取り壊し、又は用途

を変更したとき。 

(2) 第3条に規定する補助金の交付対象要件に該当しないことが判明したとき。 

(3) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたことが判明したとき。 

(4) その他町長が不適当と認めたとき。 

2 町長は、前項の規定により補助金の交付決定の一部又は全部を取り消したときは、福智

町空き家販売・賃貸化支援事業補助金交付決定変更(取消)通知書(様式第11号)により、

当該交付決定者に通知する。 

 

(補助金の返還等) 

第13条 町長は、前条第1項の規定により補助金の交付決定を取り消す場合において、既に

補助金を交付決定者に交付しているときは、福智町空き家販売・賃貸化支援事業補助金

返還命令書(様式第12号)により、期限を定めて、交付した補助金(以下「交付金」という。)

の一部又は全部の返還を当該交付決定者に命ずるものとする。 

2 前条第1項第1号に該当する場合において、前項の規定により交付金の返還を求める金額

は、補助金の交付決定を受けた日から当該取消しに該当する事由が生じた日までの期間

として、次の各号に掲げる区分に応じて算出された額とする。 

(1) 1年以内 交付金の全額 

(2) 1年を超え2年以内 交付金の100分の80に相当する額 

(3) 2年を超え3年以内 交付金の100分の60に相当する額 

(4) 3年を超え4年以内 交付金の100分の40に相当する額 

(5) 4年を超え5年以内 交付金の100分の20に相当する額 

3 第1項の規定による交付金の返還期限は、当該交付金の返還を命じた日より30日以内と

する。 

 



(その他) 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



別表(第2条関係) 

区分 再販化工事の内容 

建替え 空き家を取り壊し、同一の敷地内に新たに居宅を建築する工事 

※既存空き家の取壊しを要さない場合は対象外とする。 

※同一の敷地内に別棟として建築された建築物は対象外とする。 

増築 空き家の居宅部分における床面積を増やす工事 

※同一の敷地内に別棟として建築された建築物は対象外とする。 

減築 空き家の居宅部分における床面積を減らす工事 

改築 空き家の一部を取り壊し、当該箇所に居宅部分を改めて建築する工

事 

修繕及び模様替え 1 居宅の耐久性を高めるための工事で、次の各号に掲げる工事 

(1) 基礎、土台、外壁、柱、ひさし、屋根、床、内壁、天井等の

修繕工事 

(2) 塗装工事 

(3) 建物のかさ上げ又は床を高くする工事 

(4) その他耐久性を高めるために必要な工事 

2 居宅の安全上又は防災上における必要な工事で、次の各号に掲

げる工事 

(1) 基礎若しくは土台の敷設工事又は補強工事 

(2) 柱、はり等について耐震構造上有効な補強を行う工事 

(3) 筋かい、火打等による補強工事 

(4) 外壁を防火構造とする等の防火性能を高める工事 

(5) 屋根を不燃材料でふき替える等の工事 

(6) 避難設備、防火設備及び換気設備の設備工事 

(7) その他安全上又は防災上における必要な工事(バリアフリー

化工事を含む) 

3 居宅の居住性の向上又は衛生上における必要な工事で、次の各

号に掲げる工事 

(1) 間取りの変更又は模様替えを行う工事 

(2) 開口部等を設ける工事 

(3) 台所、浴室又は便所の改良、取替え又は設置工事 

(4) 建具の改良又は取替え工事 

(5) 壁紙の張替え工事 

(6) 断熱性又は遮音性を高めるための工事 

(7) その他居住性の向上又は衛生上における必要な工事 

4 その他町長が必要と認める工事 

※外構工事は対象外とする。 

 


